
　（平成２６年４月現在）　

56 　　計画

12 　　計画

10 　　計画

１．平成２６年４月時点における策定済の計画

始期 終期

1
豊島区基本計画
２０１１－２０１５
〔政策経営部 企画課〕

　基本構想の具体化を図るため目標時期や実施時期を定め
る。
※計画期間（１８～２７年度）の後期基本計画

平成２３年度 平成２７年度
平成２３年３月
策定

2
未来戦略推進プラン２０１４
〔政策経営部 企画課〕

　基本計画の実施計画。毎年ローリングする。 平成２６年度 平成２９年度
平成２６年３月
策定

3
地域保健福祉計画
〔保健福祉部 福祉総務課〕

　地域福祉計画・老人福祉計画・介護保険事業計画・障害者計
画・障害福祉計画・健康増進計画等を一体化した保健福祉全
般にわたる計画
【社会福祉法、老人福祉法、介護保険法、障害者基本法、障害
者総合支援法（平成25年4月1日より障害者自立支援法から変
更）、健康増進法】

平成２８年度

4
※障害者計画
〔保健福祉部　障害者福祉課〕

　障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合
的かつ計画的な推進を図るための計画
【障害者基本法】

平成２８年度

5
※障害福祉計画
〔保健福祉部　障害者福祉課〕

　障害福祉サービス、地域生活支援事業の必要量に対し、目標
数値を明確にした計画
【障害者総合支援法（平成25年4月1日より障害者自立支援法
より変更）】

平成２６年度

6
※介護保険事業計画
〔保健福祉部　介護保険課〕

  計画期間中の給付費を推計し、保険料を設定するとともに、
地域包括ケアシステムの構築をめざして介護保険外サービスも
含めた計画を策定した。　【介護保険法、老人福祉法】

平成26年度

7

豊島区国民健康保険 第2期 特定健康
診査・特定保健指導実施計画
〔区民部 国民健康保健課・保健福祉部
地域保健課〕

　40～74歳の国民健康保険加入者に対する特定健診・特定保
健指導の実施に関し、その具体的な内容や方針を定めた計画
【高齢者の医療の確保に関する法律】

平成２５年度 平成２９年度
平成２４年３月
策定

8
健康プラン・食育推進プラン
〔保健福祉部 地域保健課〕

　健康推進、健康危機、地域医療、食育推進など区の健康施策
全般にわたる計画
【健康増進法、食育基本法】

平成２４年度 平成２８年度
平成２４年３月
改定

9
がん対策推進計画
〔保健福祉部 地域保健課〕

　がんの予防、普及啓発、がん検診の受診率向上などのがん
対策に関する各種施策を総合的に取りまとめた計画。

平成２３年度 平成２７年度
平成２３年３月
策定

10
歯と口腔の健康づくり推進計画
〔保健福祉部　地域保健課〕

豊島区民の歯と口腔の健康づくりに関する施策を総合的にか
つ計画的に推進するため基本的な計画

平成26年度
平成30年度
（予定）

平成２６年３月
策定

11

新型インフルエンザ等対策行動計画
〔総務部 危機管理担当課長〕
〔保健福祉部 地域保健課〕
〔保健福祉部 健康推進課〕

新型インフルエンザ等の発生に伴い、感染拡大の抑制ととも
に、区民生活・経済活動への影響を最小限となるよう、区が実
施すべき対策の基本方針と具体的実施内容を示した計画
【新型インフルエンザ等対策特別措置法】

平成２６年度 －
平成２６年度策
定予定

12

子どもプラン
-次世代育成支援行動計画(後期計画）
-
〔子ども家庭部 子ども課〕

　子ども家庭施策を総合的に体系化し、目標数値等を示した計
画
【次世代育成支援対策推進法】

平成２２年度 平成２６年度
 
平成２２年３月
策定

13
保育計画
〔子ども家庭部 保育園課〕

　待機児童の解消を目的とした計画。保育需要の実態を明らか
にし、保育サービス供給体制の充実を図る。
【児童福祉法】

平成２１年度 平成２３年度
平成２１年３月
策定

14
平成２２年版保育計画
５か年基盤整備計画（第１次）
〔子ども家庭部 保育園課〕

　待機児童の解消を目的として、今後５年間における保育基盤
の整備について具体的に示した計画
【児童福祉法】

平成２２年度 平成２６年度
平成２４年３月
修正

平成２４年度

健
康
・
保
健

子
育
て

福
祉

計画期間
備考

豊島区の行政計画一覧

平成２４年３月
改定

　　　　１．平成２６年４月時点における策定済の計画

　　　　２．平成２６年度策定･改定予定の計画

　　　　３．平成２７年度以降策定･改定予定の計画

計画名 計画内容
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合
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始期 終期

15

〔改定〕
豊島区教育ビジョン2010-豊島区教育
振興基本計画-
〔教育総務部 教育総務課〕

　未来の日本を担う子どもたちの育成の目標、目指すべき子ど
も像を示すとともに、中期的視点にたった取組の方向や施策を
明らかにする計画

平成２２年度 平成３１年度
平成２２年３月
策定

16
としま教育の情報化ビジョン
〔教育総務部 教育総務課〕

　21世紀の知識基盤社会を生きる子どもたちの情報活用能力
の育成や校務の情報化、学校情報環境の整備等についての方
向性を示す豊島区教育ビジョン2010－豊島区教育振興基本計
画－の情報化分野を補完する計画

平成２４年度 平成３１年度
平成２４年３月
策定

17
学校安全対策推進計画
〔教育総務部 学校運営課〕

　区立幼稚園、小・中学校の防犯に係る安全対策について、総
合的な推進計画

平成１８年度 平成２６年度
平成２４年３月
改定

18
区立小・中学校の適正化第二次整備計
画
〔教育総務部 学校施設課〕

　区立学校における教育活動を効果的に進めるため、池袋第
二小学校と文成小学校を統合し、適正規模を確保する。

平成２０年度 平成２９年度
平成２０年７月
策定

19
区立小・中学校改築計画
〔教育総務部 学校施設課〕

　学校施設の老朽化の進行や教育内容の多様化等に対応する
ため策定した改築計画のうち、前期計画校に続き第一次改訂
で2校の改築校を決定した。今後順次改訂し、改築校を選定す
る。

平成２０年度 平成４９年度
平成２６年３月
改定

20
としま男女共同参画推進プラン
〔総務部 男女平等推進センター〕

　男女共同参画社会の実現のために取り組むべき施策・事業を
総合的かつ体系的に推進するための指針
【男女共同参画社会基本法】

平成２４年度 平成２８年度
平成２３年１２
月策定

21

配偶者等暴力防止基本計画
〔総務部 男女平等推進センター〕
※『としま男女共同参画推進プラン』と
一体となった計画

　配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策
の実施に関する基本的な計画
【配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律】

平成２４年度 平成２８年度
平成２３年１２
月
策定

22
環境基本計画
〔清掃環境部 環境政策課〕

　環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る
ための指針
【地球温暖化対策の推進に関する法律】【生物多様性基本法】

平成２１年度 平成３０年度
平成26年3月
改定

23

としまカーボンマイナス施設づくりガイド
ライン
〔施設管理部 施設課〕
〔清掃環境部 環境政策課〕

　環境に配慮した安全かつ快適な施設の建設及び改修を目的
とし、区立施設の新築、改築、大規模改修の設計時に環境面
からの検討を充実させるためのガイドライン

平成２４年度 －
平成２４年３月
改定

24
豊島区役所環境配慮ガイドライン
〔清掃環境部 環境政策課〕

　豊島区の実施する事務事業と区有施設から排出する温室効
果ガスを削減するため、削減目標と実現のための取組みを示
すガイドライン
【地球温暖化対策の推進に関する法律】

平成２５年度 平成２８年度
平成２５年４月
改定

25
〔改定〕
一般廃棄物処理基本計画
〔清掃環境部 資源循環課〕

　豊島区の区域内において発生する一般廃棄物について、ご
みの適正な処理を進めるために必要な基本的な事項を定め
る。
【廃棄物の処理及び清掃に関する法律】

平成２６年度 平成４０年度
平成２６年３月
改定

26
〔改定〕
分別収集計画
〔清掃環境部 資源循環課〕

　容器包装廃棄物を分別収集し、循環型社会形成の推進方針
を示す。
【容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法
律】

平成26年度 平成30年度
平成25年６月
策定

27
〔改定〕
みどりの基本計画
〔都市整備部 公園緑地課〕

　公園・緑地の適正な配置と整備、みどりの保全、都市緑化の
推進などのみどりに関する各種施策を総合的、体系的にとりま
とめた計画
【都市緑地法】

平成２３年度 平成３２年度
平成２３年４月
策定

み
ど
り
・
環
境

平
和
と
人
権

計画内容

教
 

育

計画名
計画期間

備考
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始期 終期

28
新庁舎整備推進計画
〔施設管理部 庁舎建設室〕

　建物設計の概要や新庁舎内のレイアウトのほか、総合窓口
のあり方や資金計画などをまとめた新庁舎整備全体の計画。
※庁舎位置変更条例議案の添付資料。

平成２２年度 平成２７年度
平成２２年11月
策定

29
池袋副都心整備ガイドプラン
〔都市整備部 都市計画課〕

　『池袋副都心グランドビジョン』で示されたプロジェクトや都市
計画及びまちづくりを展開するための指針。

平成２２年度 －

平成２２年６月
策定
（新ルネサンス
構想を改称）

30
都市計画マスタープラン
〔都市整備部 都市計画課〕

　都市計画法に基づき、基本構想等で掲げた将来都市像を実
現するために定める都市計画に関する基本的な方針
【都市計画法】

平成１２年度 平成２７年度
平成１２年３月
策定

31
池袋副都心再生プラン
〔都市整備部 都市計画課〕

　池袋副都心を活性化し、都市間競争に対応していくため、今
後取り組みが求められる事業を整理したもの。

平成１６年度 －
平成１６年４月
策定

32
池袋駅地区交通バリアフリー基本構想
〔都市整備部 都市計画課〕
〔保健福祉部 福祉総務課〕

　池袋駅・東池袋駅を中心とした地区における、公共交通機
関、道路、公園、建築物などの総合的かつ一体的なバリアリー
化を図るための基本構想
【高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バ
リアフリー法）】

平成２３年度 平成３０年度
平成２６年３月
改定

33
耐震改修促進計画
〔都市整備部 建築指導課〕

　公共施設をはじめとして、区内の建築物の耐震診断及び耐震
改修の促進を図り、震災から区民の生命及び財産を守る。
【建築物の耐震改修の促進に関する法律】

平成１９年度 平成２７年度
平成２０年３月
策定

34
住宅マスタープラン
〔都市整備部 住宅課〕

　今後の住宅・住環境の基本的方向を定め、地域特性に応じた
具体的な住宅施策の展開を図るための計画

平成２１年度 平成３０年度
平成２６年３月
改定

35
巣鴨地区街づくり
〔都市整備部 都市計画課〕

　平成21年度に行なった現況把握と意向調査の分析等を基
に、巣鴨地蔵通りを中心としたまちづくり方針を地元と検討す
る。

平成２３年度 平成３２年度
平成２４年３月
策定

36
池袋副都心交通戦略
〔都市整備部 都市計画課〕

　将来のまちづくりの方向性を見据えた交通のあり方を示すとと
もに、池袋副都心の交通環境が大きく変化するなか、どのよう
な道筋をもって交通施策に取組んでいくかの指針となるもの。

平成２３年度 －
平成２３年９月
策定

37
現庁舎周辺まちづくりビジョン
〔都市整備部 都市計画課〕

　新庁舎の整備に伴い計画されている現庁舎地の活用及び新
ホール計画等を契機とし、池袋副都心の都市再生を計画的、
総合的に推進するため、現庁舎周辺のまちづくりの方向性とと
もに、この実現に向けたアクションプログラムを定めたもの。

平成２６年度 平成３５年度
平成２６年３月
策定

38
自転車等の利用と駐輪に関する総合計
画
〔都市整備部 交通対策課〕

　自転車法に基づき自転車等対策協議会の意見を聴いて定め
る、自転車等の駐輪対策に関する総合計画
※計画期間（18～27年度）中の中間見直し
【自転車法】

平成２３年度 平成２７年度
平成２３年３月
策定

39
交通安全計画
〔都市整備部 交通対策課〕

　交通安全対策基本法に基づき、第９次東京都交通安全計画
に準拠して豊島区の区域内における道路交通の安全に関する
施策の大綱を定めたもの。
【交通安全対策基本法】

平成２３年度 平成２７年度
平成２３年１１
月改定

都
市
再
生

交
通

計画名 計画内容
計画期間

備考
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始期 終期

40
地域防災計画
〔総務部 防災課〕

　区の地域にかかる防災に関し、防災関係機関の処理すべき
事務又は業務を包括する総合的かつ基本的な計画
【災害対策基本法】

平成１９年度 －
平成２５年９月
改定

41
国民保護計画
〔総務部 危機管理担当課長〕

　東京都国民保護計画の内容を踏まえ、池袋ターミナル駅を中
心とした大規模集客施設における避難並びに災害対策のしくみ
を最大限活用した住宅地域における避難などに重点を置き、策
定した計画
【国民保護法】

平成１８年度 －
平成１９年３月
策定

42
震災対策の強化をめざした当面の方針
〔総務部　防災課〕

東日本大震災を契機に、区政の各分野にわたり災害対策の視
点から点検・検証するとともに、総合的な震災対策を計画的に
進めるため、平成23年度後半期における震災対策の方向性を
明示するとともに、24年度の施策展開の指針となるもの

平成２３年度 平成２５年度
平成２３年９月
策定

43
総合的な震災対策の推進に向けた基
本方針
〔総務部　防災課〕

　『震災対策の強化をめざした当面の方針』で示した方向を踏ま
えるとともに、平成23年度から25年度までの3か年において、区
が重点的に取り組むべき震災対策の基本的な方針を示し、各
施策を具体的に推進していくための指針となるもの

平成２３年度 平成２５年度
平成２４年３月
策定

44
豊島区帰宅困難者対策計画
〔総務部　防災課〕

　区内駅周辺の帰宅困難者対策について、都、区、管轄の警察
署・消防署、鉄道事業者、駅周辺事業者等の役割を明確化し、
区や各事業者等が連携して取り組むための行動計画

平成２３年度 平成２５年度
平成２４年３月
策定

45
豊島区業務継続計画
〔総務部　防災課〕
〔総務部　危機管理担当課長〕

　区の地域にかかる危機事象発生による職員・施設等の被災
を想定し、その制約下で行うべき応急業務及び継続すべき重要
な業務(非常時優先業務）とその実施手順を示した計画。

平成２４年度 －
平成２４年５月
策定

46
産業振興指針
〔文化商工部 生活産業課〕

　新たな産業振興の方向性を示すとともに、産業振興施策を総
合的に推進する。

平成２６年度 平成３５年度
平成２５年度計
画策定（改定）

47
観光振興プラン
〔文化商工部 文化観光課〕

豊島区における観光振興の基本的方向を明らかにし、観光施
策の総合的展開を図る。

平成２６年度 平成３０年度
平成２５年度末
策定

48
豊島区民センター改築基本計画
〔文化商工部 生活産業課〕

区民センターの改築にあたり、基本方針、改築計画、整備スケ
ジュールなどを明らかにする。

平成２６年度 平成３０年度
平成２６年３月
策定

49
文化政策推進プラン
〔文化商工部 文化デザイン課〕

　「豊島区の文化政策に関する提言」及び「文化創造都市宣言」
「文化芸術振興条例」を踏まえ、区の文化施策の具体的な姿と
目標を明らかにする。

平成２２年度 平成３１年度
平成２２年３月
策定

50
(仮称)豊島区新ホール基本計画
〔文化商工部 文化デザイン課〕

現庁舎地活用の一環として豊島公会堂を新ホールとして整備
するにあたり、その施設構成・規模等、基本的な事項をまとめ、
今後の施設計画の基本方針とする計画。

平成２６年度 ―
平成２６年３月
策定

51
スポーツ振興計画
〔文化商工部 学習･スポーツ課〕

　区民のだれもがスポーツ活動の主役となり、健康で明るい生
涯スポーツ社会の実現を目指すための計画

平成１７年度 平成２６年度
平成１７年３月
策定

52
生涯学習推進計画
〔文化商工部 学習･スポーツ課〕

　「豊島区生涯学習推進協議会」からの「第2次生涯学習推進
計画(案)」(平成20年11月)を受け、生涯学習の指針を示すととも
に重点的に取り組んでいく施策を明らかにする。

平成２２年度 平成３１年度
平成２２年１０
月策定

53
子ども読書活動推進計画（第二次）
〔文化商工部 図書館課〕

　平成１８年３月策定の「豊島区子ども読書活動推進計画」のこ
れまでの取り組みを検証するとともに、さらに子ども読書活動を
充実させるための計画

平成２２年度 平成２７年度
平成２２年３月
策定

54
第2次行政情報化実施計画
〔政策経営部 情報管理課〕

　行政のあらゆる分野への情報通信技術の成果の普遍的な活
用とこれに併せた旧来の制度や前例、慣行の見直しにより区民
サービスの飛躍的向上と行政運営の質的向上を図る計画

平成２３年度 平成２７年度
平成２３年３月
策定

55
情報システム再構築ガイドライン
〔政策経営部 情報管理課〕

　行政情報化実施計画に基づき、ホストシステムで稼動してい
る住民記録、国民健康保険、税務等の基幹システムの再構築
を行い、オープンシステムに移行する。

平成２０年度 平成２５年度
平成１９年１２
月
策定

56
人材育成基本方針
〔総務部 人事課（人材育成担当課長）〕

　現在および将来の豊島区にとって必要な人材の育成を進め
る上での基本方針

平成２３年度 ―
平成２３年３月
策定

商
工
・
観
光

計画名

防
災
・
治
安

計画期間

文
化

行
政
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ

※【 】内は計画の策定根拠となる法律

備考計画内容
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２．平成２６年度策定・改定予定の計画

始期 終期

1
地域防災計画
〔総務部 防災課〕

　区の地域にかかる防災に関し、防災関係機関の処理すべき
事務又は業務を包括する総合的かつ基本的な計画
【災害対策基本法】

－ －

法で毎年見直しが
義務づけられてい
る。法・制度等の動
向により改定の可
能性がある。

2
豊島区スポーツ振興計画
〔文化商工部　学習・スポーツ課〕

現行のスポーツ振興計画が２６年度に終了するのに伴い、２７
年度からの新たな１０年計画を策定する。
【スポーツ基本法】

平成２７年度 平成３６年度
平成２７年３月
までに策定、公
表予定

3
地域保健福祉計画
〔保健福祉部 福祉総務課〕

　地域福祉計画・老人福祉計画・介護保険事業計画・障害者計
画・障害福祉計画・健康増進計画等を一体化した保健福祉全
般にわたる計画
【社会福祉法、老人福祉法、介護保険法、障害者基本法、障害
者総合支援法（平成25年4月1日より障害者自立支援法から変
更）、健康増進法】

平成３１年度

4
※障害者計画
〔保健福祉部　障害者福祉課〕

　障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合
的かつ計画的な推進を図るための計画
【障害者基本法】

平成３１年度

5
※障害福祉計画
〔保健福祉部　障害者福祉課〕

　障害福祉サービス、地域生活支援事業の必要量に対し、成果
目標と活動指標を明確にした計画
【障害者総合支援法（平成25年4月1日より障害者自立支援法
より変更）】

6
※介護保険事業計画
〔保健福祉部　介護保険課〕

　計画期間中の給付費を推計し、保険料を設定するとともに、
2025年のサービス水準や給付費等も見据えた計画を策定す
る。
【介護保険法 、老人福祉法】

7
健康プラン・食育推進プラン
〔保健福祉部 地域保健課〕

　健康推進、健康危機、地域医療、食育推進など区の健康施策
全般にわたる計画
【健康増進法、食育基本法】

平成２７年度 平成３１年度
平成２６年度中
間見直し予定

8
新子どもプラン
〔子ども家庭部 子ども課〕

　子ども家庭施策を総合的に体系化し、目標数値等を示した計
画
【次世代育成支援対策推進法,、子ども・若者育成支援推進法】

平成27年度 平成31年度
平成27年3月策
定予定

9
子ども・子育て支援事業計画
〔子ども家庭部〕

　教育・保育及び地域の子ども・子育て支援事業の量の見込み
並びに提供体制の確保の内容及びその実施時期を定めた計
画
【子ども・子育て支援法】

平成27年度 平成31年度
平成27年3月策
定予定

10
都市計画マスタープラン
〔都市整備部 都市計画課〕

　都市計画法に基づき、基本構想等で掲げた将来都市像を実
現するために定める都市計画に関する基本的な方針
【都市計画法】

平成２７年度 平成４７年
平成26年度中
策定予定

11
学校安全対策推進計画
〔教育総務部 学校運営課〕

　区立幼稚園、小・中学校の防犯に係る安全対策について、総
合的な推進計画

平成２７年度
平成26年度中
見直し予定

12

〔改訂〕
豊島区教育ビジョン2010-豊島区教育
振興基本計画-
〔教育総務部 教育総務課〕

　未来の日本を担う子どもたちの育成の目標、目指すべき子ど
も像を示すとともに、中期的視点にたった取組の方向や施策を
明らかにする計画

平成２２年度 平成３１年度

平成２６年度で
改訂予定(中間
期見直し)

平成２９年度

平成26年度
改定予定

平成２６年度
策定予定

計画名

平成２７年度

計画内容 備考
計画期間
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３．平成２７年度以降策定･改定予定の計画

始期 終期

1
豊島区基本計画
２０１６－２０２５
〔政策経営部 企画課〕

　基本構想の具体化を図るため新たな基本計画を定める。
※計画期間（２８～３７年度）の基本計画

平成２８年度 平成３７年度
平成２８年３月
策定予定

2
文化政策推進プラン
〔文化商工部 文化デザイン課〕

　「豊島区の文化政策に関する提言」及び「文化創造都市宣言」
「文化芸術振興条例」を踏まえ、区の文化施策の具体的な姿と
目標を明らかにする。

平成２２年度 平成３１年度
平成２７年度
改定予定

3
生涯学習推進計画
〔文化商工部 学習･スポーツ課〕

生涯学習社会形成の指針を示すとともに重点的に取り組んで
いく施策を明らかにする計画で、「豊島区生涯学習推進協議
会」の意見を踏まえ策定する。

平成２２年度 平成３１年度
平成３１年度
改定予定

4
子ども読書活動推進計画（第三次）
〔文化商工部 図書館課〕

国の第三次「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」
を受け、第二次の取組を検証し、さらに子どもの読書活動を充
実させるための計画

平成２８年度 平成３７年度
平成２８年３月
策定予定

5
景観計画
〔都市整備部 都市計画課〕

景観法に基づく景観に関する諸施策を実施する計画を策定す
る。

平成２８年度 －
平成27年度
策定予定

6
自転車等の利用と駐輪に関する総合計
画
〔都市整備部 交通対策課〕

　自転車法に基づき自転車等対策協議会の意見を聴いて定め
る、自転車等の駐輪対策に関する総合計画
※計画期間（28～37年度）
【自転車法】

平成２８年度 平成３７年度
平成２８年４月
改定

7
交通安全計画
〔都市整備部 交通対策課〕

　交通安全対策基本法に基づき、第10次東京都交通安全計画
に準拠して豊島区の区域内における道路交通の安全に関する
施策の大綱を定める。※計画期間（28～32年度）
【交通安全対策基本法】

平成２８年度 平成３２年度
平成２８年４月
改定

8
がん対策推進計画
〔保健福祉部 地域保健課〕

　がんの予防、普及啓発、がん検診の受診率向上などのがん
対策に関する各種施策を総合的に取りまとめた計画。

平成２８年度 平成３２年度
平成２７年度
改定予定

9
第3次行政情報化実施計画
〔政策経営部 情報管理課〕

　第２次行政情報化実施計画の成果と評価を踏まえ、さらなる
情報通信技術の利活用により、行政の効率化と地域における
情報基盤の整備を推進する計画

平成２８年度 平成３２年度
平成２８年３月
策定予定

10
公共施設等総合管理計画
〔施設管理部施設計画課〕

　次期基本計画の策定と並行して、インフラ施設を含めた公共
施設の長期的・総体的な管理計画を定める。

平成２８年度 －
平成２７年度
計画作成

※【 】内は計画の策定根拠となる法律

計画名 計画内容
計画期間

備考
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４．主な分野別行政計画の検討時期と計画期間

25

(2013)

26

(2014)

27

(2015)

28

(2016)

29

(2017)

30

(2018)

31

(2019)

32

(2020)

33

(2021)

34

(2022)

35

(2023)

36

(2024)

37

(2025)

38

(2026)

39

(2027)

★新庁舎移転 　★東京五輪 ★区制90周年

- 基本構想 点検

1-01 基本計画 検討 検討 ➜

1-03 地域保健福祉計画 検討 検討 ➜

1-04 障害者計画 検討 検討 ➜

1-05 障害福祉計画 検討 検討 ➜

1-06 介護保険事業計画 検討 検討 ➜

1-08 健康プラン・食育推進プラン 検討 検討 ➜

1-09 がん対策推進計画 検討 ➜

1-12 子どもプラン 検討 検討 ➜

2-09 検討 検討 ➜

1-15 教育振興基本計画 検討 ➜（後期５年）

1-20

1-22 環境基本計画 検討 ➜

1-27 みどりの基本計画

1-30 検討 検討 ➜ ～平成47(2035)年(10か年見直し)

3-05 景観計画 検討 検討 検討 ➜ （→随時見直し）

1-34 住宅マスタープラン 検討 ➜

1-35 検討 ➜

1-38 自転車等総合計画 検討 検討 ➜

1-39 交通安全計画 検討 ➜

1-46 産業振興指針 検討 ➜

1-47 観光振興プラン 検討 ➜

1-49 文化政策推進プラン 検討 ➜

1-51 スポーツ振興計画 検討 ➜

1-52 生涯学習推進計画

1-53 検討 ➜

1-54 検討 ➜

3-10 検討 検討 ➜ （→計画期間は今後の検討による）公共施設等総合管理計画

計画名

行政情報化実施計画

男女共同参画推進プラン

子ども読書活動推進計画

子ども・子育て支援事業計画

都市計画マスタープラン

現庁舎周辺まちづくりビジョン

7/7


